
 

令和７年度 

東京都職員（職業訓練） 募集案内 



 

 

 

東京都では、労働者の職業の安定と地位の向上をはかり、経済社会の発展に寄与するため、

以下の職業能力開発センター・校及び東京障害者職業能力開発校において、離転職者やその

他職業能力の開発・向上に援助を必要とする方に対して職業訓練を行っています。 

また職業訓練の現場での勤務のほか、新規科目開発等の業務のため、新宿の本庁舎で勤

務する方もいます。 

 

  

 

 

 

 

訓練の現場では、職業訓練指導員として職業能力開発センター・校や東京障害者職業能

力開発校において訓練指導を行います。授業の実施及び実施計画の作成だけでなく、訓練

の教程や教材の作成・準備、生徒の生活指導、就職支援、クラス運営等の業務、生徒募集

や入校選考、職業訓練の機械及び機器の整備、就職先の開拓等、業務は多岐に渡ります。 

 

 

 

 

【１日の授業時間】 

授業時間は、午前9時05分から午後4時45分までです。 

土曜・日曜・祝日は休校です。 

 

【年間行事】 

技能祭や各種展示会の見学等、様々な行事を実施しています。 

東京都の職業訓練を実施している職場  

職務内容  

職業能力開発センター・校等の生活  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

職業能力開発センター等での訓練実施科目  

中央・城北 

職業能力開発ｾﾝﾀｰ 

 
パソコングラフィック 
ＤＴＰ 
マルチプリンティング 
メディアプロモーション 
ＯＡシステム開発 
 

中央・城北職業能力

開発ｾﾝﾀｰ  

高年齢者校 
 
和装技術 
ビルクリーニング管理 
設備保全 
マンション維持管理 

中央・城北職業能力

開発ｾﾝﾀｰ 板橋校 

機械加工 
自動車車体整備 
三次元ＣＡＤ 
ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ成形・ﾃﾞｻﾞｲﾝ 
ｻｲﾝ・ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ 
ＩｏＴシステム 
ﾈｯﾄﾜｰｸﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ 
介護サービス 
実務作業 

中央・城北職業能力開

発ｾﾝﾀｰ 赤羽校 

 
測量設計 環境空調ｻｰﾋﾞｽ 
建築ＣＡＤ 電気工事 
電気設備保全 
Ｗｅｂ設計 

城南職業能力開発ｾﾝﾀｰ 
木工技術 
インテリア設計施工 
配管 
電気工事 
ＯＡシステム開発 
U-30建築塗装 
マンション改修施工 
 

介護実践 
実務作業 

城南職業能力開発ｾﾝﾀｰ 

大田校 
３DCAD・CAM 
デジタルクラフト 
板金溶接 
広告美術 
施設警備 

城東職業能力開発ｾﾝﾀｰ 
木工技術 
溶接 
建築設備施工 
ビル管理 
電気工事 
電気設備管理 
住宅内外装仕上 
U-30 ﾄｰﾀﾙﾍﾟｲﾝﾄ 
 

城東職業能力開発

ｾﾝﾀｰ 江戸川校 
３DCAD・CAM実践 
メカトロニクス 
自動車整備工学 
グリーンエクステリア 
クリーンスタッフ養成 
介護サービス 
測定ﾃﾞｰﾀﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ 

城東職業能力開発

ｾﾝﾀｰ 台東分校 
製くつ 

多摩職業能力開発ｾﾝﾀｰ 

 
精密加工 
U-30溶接 
三次元ＣＡＤ 
ビル管理 
水まわりスペシャリスト 
住宅リフォーム 
電気工事 
 

多摩職業能力開発

ｾﾝﾀｰ 八王子校 

 

メカトロニクス 
自動車整備工学 
電気設備システム 
電気設備管理 
介護サービス 
福祉用具 

多摩職業能力開発

ｾﾝﾀｰ 府中校 

電気設備技術 
電気・通信工事 
セキュリティサービス 
ネットワーク施工 
クリーンスタッフ養成 
介護サービス 
生活支援サービス 

ＩｏＴクリエイター 
自動車塗装 
庭園施工管理 
造園土木施工 
調理 
ジョブセレクト 

東京障害者職業能力開発校 

 
 

ものづくり技術 
建築ＣＡＤ 
製パン 
オフィスワーク 
 
 

実務作業 
職域開発 
調理・清掃サービス 

 
 

令和７年度４月1日時点の実
施科目です。次年度以降の実
施科目は 
変更になる場合があります。 

ビジネスアプリ開発 
ビジネス総合事務 
グラフィックＤＴＰ 
就業支援 
 

アパレルパタンナー 
ジョブセレクト 
ｴﾝｼﾞﾆｱ基礎養成 
介護福祉用具 
実務作業 
 

中央・城北職業能力

開発ｾﾝﾀｰ  

しごとセンター校 
 
内装施工 
ビルメンテナンス技術 
生活サポート 
ﾎﾃﾙ･ﾚｽﾄﾗﾝｻｰﾋﾞｽ 

調理 



職業訓練の現場で活躍する先輩職員へのインタビュー  

城南職業能力開発センター 配管科 で働く指導員（令和６年インタビュー実施） 
○ 入都してからどのような仕事を経験しましたか？ 

メカトロニクス科（２年コース）、建築設備科（１年コース）、環
境空調サービス科（１年コース）、配管科（６か月コース）で職業
訓練指導を行ってきました。 
また、新宿本庁舎では指導員免許の発行業務や各校で実施する訓

練科目の開発、コロナ禍において離職した若年者への雇用対策事業
などの業務を幅広く経験することができました。 

 
○ 現在はどのような仕事をしていますか？ 

城南職業能力開発センターの配管科にて、職業訓練指導を行って
います。配管科では配管工に必要な知識・技能を習得するための訓
練を半年間実施しています。 

  訓練指導はもちろん、就職指導や各種調整事務など多様な業務を
行っています。 

  
○ 都に入った感想を教えてください。 
  訓練カリキュラムや各種設備、研修体制など様々な面で充実して
いると感じました。さらに、東京都では多くの訓練科目を展開して
いるため、指導員としての専門性を広げることができます。 

  また、新宿本庁舎では指導員の知見を活かし、雇用に関連する仕
事に携わることもでき、本当によい経験となりました。 

 
○ メッセージをお願いします。 
  職業訓練指導員は、新しいキャリアに挑戦する人を一番近くでサ
ポートすることができる素敵な仕事です。また、大きな視点で見れ
ば、東京都の雇用施策の重要な一端を担うことでもあります。ここ
にはやりがいしかありません！ 

 

雇用就業部能力開発課 科目開発担当 で働く指導員（令和６年インタビュー実施） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 入都してからどのような仕事を経験しましたか？ 
入都して 10 年目です。これまで自動車整備工学科と自動車車体

整備科において、職業訓練指導を行ってきました。職業訓練指導員
は、専門知識と技術の指導だけではなく、訓練のゴールである「就
職」に向けて指導内容は多岐にわたります。自動車系科目は若年者
が多い科目ですので、進路や生活面に悩みを抱える訓練生が多くい
らっしゃいます。一人ひとりに寄り添いながら、その方の最善の選
択になるよう就職指導や生活指導を繰り返しながら、就職に向けた
サポートを行います。 
 そのほか、広報活動や修了生へのヒアリングで、高校やハローワ
ークそして企業への訪問活動も経験しました。 
 

○ 現在はどのような仕事をしていますか？ 
新宿の本庁舎において、各校で実施する訓練科目の方向性を管理

する業務を担当しています。時世にマッチした科目展開になるよう。
求職者と企業ニーズ、業界団体の動向や地域による特性、そして法
改正など、様々な調査等を行っています。また、校の施設改修業務
にも携わり、本庁、各校、そして業者などへの連絡調整業務も行っ
ています。 

 
○ 都に入った感想を教えてください。 
  都に入りすぐに感じたのは、「研修制度がとっても充実してい
る！」ということです。現場から離れると、先進技術から遠ざかっ
てしまうのではないかという印象があるかもしれませんが、必要に
応じて新たな機器や技術の研修を受講することが可能です。また、
都の職員として求められるスキルについても幅広い研修が設定され
ています。自動車整備のことしか知らない私でしたが、様々な研修
を受講したことで業務に活かすことができています。 

 
○ メッセージをお願いします。 
  職業訓練指導員は、人生の分岐点に携わる仕事として責任は大き
いものがあります。しかし、修了生が業界で活躍している様子を見
ると、やりがいはひとしおです。 
皆さんの経験を十分に発揮できます。一緒に業界を盛り上げまし

ょう！！ 

 



※「給与・待遇」「人材育成」「人事制度」は職業訓練職についての内容を記載しています。 

 （今後変更となる可能性があります。）

私は他の自治体で省力・低コスト栽培技術の研究に従事していました。
農業経営を改善するためには、生産面だけではなく、流通面からの支
援も必要と考えるようになり、消費地でもありながら野菜や果樹、花き類
等の生産が盛んな東京で、生産と流通の一体的な農業振興に取り組ん
でみたいと思い、入都しました。 
入都後、普及指導員として、北多摩南部と新島を経験し、現在では北多
摩北部で農業経営改善に向けた技術指導や地域特産物等の生産及び
販売支援に携わっています。普及指導員は、農業者と直接やり取りする
ほか、区市町村や農協とも連携して業務を行うので、地域における農業
振興のコーディネーターとして期待されています。そのため責任は重い
ですが、やりがいのある仕事だと思っています。 

 

給与 ・ 待遇  

 
給与 
職員はその従事する職務の種類に応じ、異なった給料表および級号給の適用を受けます。 

  「行政職給料表（一）」における初任給は、下記の通りです。 
 

  Ⅰ類 B  大学新卒者の場合 約 213,800円 
  Ⅱ類    短大新卒者の場合 約 182,600円 
  Ⅲ類    高校新卒者の場合 約 168,300円 

※ 平成 25年 12月 1日現在の給料月額に地域手当（18％地域勤務の場合）を加えたもの。 
 
なお、採用前に給与改定があった場合は、その定めるところによります。 
また、民間等における職歴等がある場合は、一定の基準により加算される場合があります。  

 
この初任給のほか、扶養手当、通勤手当、実績により超過勤務手当や休日給、仕事の性質により職業
訓練指導員手当が支給されます。また、職員の在職期間に応じて期末手当、勤務成績に応じて勤 

 
勤務時間・休暇 

 
<勤務時間> 
職員の正規の勤務時間は、週38時間45分（休憩時間を除きます）で、完全週休2日制となっています。 

 

職業能力開発センターの指導員の場合、昼間の訓練の授業時間が 9時 05分から開始となるため、勤務
時間は原則として、8時 30分～17時 15分（休憩時間は 12時 15分～13時 15分）となっています。 
 
なお、新宿本庁舎の場合、A班（勤務時間 8時 30分～17時 15分）、B班（勤務時間 9時 00分～17
時 45 分）、C 班（勤務時間 9 時 30 分～18 時 15 分）のいずれかによる勤務体制となっています。休憩
時間はそれぞれ 12時 00分～13時 00分です。 
 
<休暇> 
休暇には、1 年間に 20 日（4 月 1 日採用の場合は 15 日）付与される年次有給休暇をはじめとして、妊
娠・出産・育児に関係する休暇、慶弔休暇、夏季休暇、介護休暇、ボランティア休暇、長期勤続休暇な
どがあります。また、育児に関する休業制度も整備されています。 

 
※勤務条件・休暇は、変更となる場合があります。 

 
 

 

 

 

給 与 ・ 待 遇 

 
給与 
職員はその従事する職務の種類に応じ、異なった給料表および級号給の適用を受けます。 

  職種が職業訓練である職員に適用される「行政職給料表（一）」における初任給は、下記の通りです。 
 

  Ⅰ類 B  大学新卒者の場合 約 270,600円 
  Ⅱ類    短大新卒者の場合 約 239,600円 
  Ⅲ類    高校新卒者の場合 約 225,600円 

※ 令和７年 4月 1日現在の給料月額に地域手当(20%地域勤務の場合）を加えたもの。 
 
なお、採用前に給与改定等があった場合は、その定めるところによります。 
また、民間等における職歴等がある場合は、一定の基準により加算される場合があります。  

 
この初任給のほか、扶養手当、通勤手当、期末・勤勉手当、職業訓練指導員手当等の手当制度があ
ります。 

 

 
勤務時間・休暇 

 
<勤務時間> 
職員の正規の勤務時間は、週 38時間 45分（休憩時間を除きます）で、完全週休 2日制となっていま

す。 
 

なお、新宿本庁舎の場合、A班（勤務時間 8時 30分～17時 15分）、B班（勤務時間 9時 00分～
17 時 45 分）、C 班（勤務時間 9 時 30分～18 時 15 分）等の勤務体制となっています。休憩時間はそ
れぞれ 12時 00分～13時 00分を基本としています。 

 
また、職員のライフ・ワーク・バランスの推進に向け、新宿本庁舎では、フレックスタイム制が導入されて

います。 
 
<休暇> 
休暇には、1 年間に 20 日（４月 1 日採用の場合は１５日）付与される年次有給休暇をはじめとして、妊

娠・出産・育児に関係する休暇、慶弔休暇、夏季休暇、介護休暇、ボランティア休暇、長期勤続休暇など
があります。また、育児に関する休業制度も整備されています。 
 
※勤務条件・休暇は、変更となる場合があります。 

 
 

 

 

 

 
福利厚生 

 
<健康管理> 
定期健康診断をはじめとする各種健診や保健指導、健康相談等を実施しているほか、専門員による職

員の心の健康づくりの支援を行っています。 
 

<職員住宅> 
東京都の職員住宅には、非常事態発生時に災害対策業務に従事する職員が入居する住宅等がありま

す。ただし、空き室数の関係で、希望される方全員が入居できるとは限りません。 
 

 
<その他> 
共済組合と職員互助組合（（一財）東京都人材支援事業団）で職員の福利厚生を実施しています。共

済組合では、医療保険、年金業務の他、福祉事業として施設の運営などを行っています。人材支援事業
団では、団体定期保険・損害保険の取り扱いや、「自己啓発」「旅行」「育児・介護施設利用」等の各種助
成、貸付、給付（祝金・見舞金等）などの各事業を実施し、会員の生活をサポートしています。 

 
 

 

 

 



人材育成  

東京都では、行政運営に求められる都民ニーズの高度化・複雑化に応え、直面する様々な課題に即応でき

る高度な知識・能力・経験を備えた人材を育成するため、「東京都職員人材育成基本方針」を定め、職員の育

成に取り組んでいます。 

実施にあたっては、人材育成の３本柱である、①職場での日常の職務の遂行を通じた「OJT(On the Job 

Training)」、②日常の職務を離れて集合的に学ぶ「職場外研修(Off-JT)」、③自ら学ぶ「自己啓発」を効果的

に連携させ、「首都公務員」として都政を支える気概と能力を持ったプロ職員を育成するため、様々な取組を行

っています。 

 

 

①ＯＪＴ（On the Job Training） 

各職場において、一人ひとりの職員にきめ細かいＯＪＴを実施しています。特に新任職員には、安心して仕事

に取り組むことができるよう、職場から選任されたチューターが、能力開発や職場生活を１年間マンツーマンで

サポートしています。チューターは職務に必要な知識やノウハウ・都職員として必要な心構えなどについて指導

するだけでなく、日常的な相談にも気軽に応じ、精神面でもサポートする役割も持ち合わせています。 

②職場外研修（Off-JT） 

職員の成長段階にあわせた研修体系に基づき、様々な研修メニューを用意しています。また、産業労働局

内では、社会における訓練ニーズの変化、技術・技能の進展に対応しうる職業訓練を実施するため、指導員研

修として、専門技術研修や職層別の研修等を実施し、技能・技術の向上のための研修も行っています。 

 

③自己啓発 

東京都では、職員が「自ら育つ」意識を持つことを大切にしており、勤務時間外に、自らの能力開発・向上を

行う自発的な取組に対して支援を行っています。この制度では、資格試験の合格、講座の終了など、自己啓発

の目標を達成した場合に、費用の一部を補助します。 

支援の内容 ※ 一例です。今後、変更となる可能性があります。 

支援制度 内 容 

資格取得支援 宅建、簿記、建築士、技術士など、国家資格等の取得を支援 

通信教育講座受講支援 パソコン、プレゼンスキル等の知識・能力を習得できる通信教育講座の受講を支援 

大学公開講座受講支援 ビジネス英語、マーケティング等の知識・能力を習得できる大学公開講座の受講を支援 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人事制度  

 
人事制度 

 
東京都では、能力・業績主義に基づく任用制度が整備されており、採用時の類別や学歴などにとらわれな

い公平・平等な選考によって、本人の努力次第で課長代理、管理職へと昇任することができます。 
また、管理職選考Ａ、同Ｂ、専門職選考など、本人の意向や適性に応じた、多様な昇任ルートが設けられ

ています。 
その他、庁内公募や職員表彰、昇給など、職員のやる気を活かし、成果に応える制度が用意されていま

す。 
 
 

 

 

 

 

 

 
人事考課 

 
都では、職員一人ひとりの能力を最大限に活かし、努力し成果をあげた職員が報われる人事考課制度

を一層推進するため、「業績評価制度」や「自己申告制度」等を内容とする人事考課制度を実施してお

り、昇任選考、昇給、人事異動、人材育成などに活用しています。 
 

<業績評価制度> 

職員の仕事ぶりを上司が評価する制度です。評価の対象は、仕事の成果だけでなく、仕事に必要な知

識を十分に保有したか、計画的かつ迅速に職務を遂行したか、チャレンジ精神を持って仕事に取り組んだ

かなど、仕事を進める過程（プロセス）で見られた能力や姿勢についても含まれます。また、評価に対する

納得性を向上させる観点から、評価の結果を職員へフィードバック（本人開示）する仕組みを導入していま

す。 
 

<自己申告制度> 

職員自身が職務について目標を設定し成果を申告するとともに人事異動に関する希望などを申告する

制度です。また、目標の達成度合い等を振り返り自己採点を行なうほか、年２回上司との面接により    

自己申告の内容等について意見交換を行なうことで、共通理解を深めていきます。 

 

 

 

 

<問い合わせ先> 
東京都産業労働局総務部職員課人事担当 局採用選考担当 
電話番号 ０３－５３２０－４６１８ 

※人事制度は変更となる場合があります。 


